
○江田島市がんばりすと応援事業補助金交付要綱

平成３０年４月１２日

制 定

改正 平成３０年７月３０日

平成３０年９月１３日

平成３１年４月１７日

令和２年３月３１日

令和３年４月１日

令和４年３月２８日

令和５年３月１０日

令和６年３月２９日

（趣旨）

第１条 江田島市らしい産業の創出や農林水産物等を生かした産品

の開発、ブランド化等に向けた取組を推進するため、市内におい

て新たに起業する新規創業者、また、新商品の開発や第二創業等

に挑む中小企業者、生産者に対し、予算の範囲内で江田島市がん

ばりすと応援事業補助金（以下「補助金」という。）を交付する

ものとし、その交付については、江田島市補助金等交付規則（平

成１６年江田島市規則第５０号。以下「規則」という。）に規定

するもののほか、この要綱の定めるところによる。

（定義）

第２条 この要綱において、次に掲げる用語の定義は、当該各号に

定めるところによる。

(１ ) 起 業 事 業を 営ん で いな い個 人 が所 得税法（昭和４０年法

律第３３号）第２２９条に規定する開業等の届出により、新た に

市内において事業を開始すること又は中小企業者が新たに市内

に事業拠点を置くことをいう。

(２ ) 新 規 創 業 者 市内 に 拠点 を置 き 、新 たに事業を実施する個

人をいう。



(３ ) 第 二 創 業 既 に何 ら かの 事業 を 行っ ている事業者が、その

業態を変更し、又は新たに別の事業に進出すること（日本標準産

業分類で、同一の中分類である業種に変更し、又は進出する場合

を除く。）をいう。

(４ ) 中 小 企 業 者 中小 企 業基 本法（ 昭 和３８年法律第１５４号）

第２条第１項各号に定める者をいう。

(５ ) 生 産 者 第１ 次産 業 を営 む個 人、法人又は関連団体をいう。

(６ ) 関 連 団 体 市 内の １ 次産 品を 使 って 新たな商品を開発し、

販売に取り組む団体等をいう。

（補助金の種類）

第３条 この要綱に定める補助金は、市内で新たな事業を始めるた

めの活動を支援する補助（以下「起業支援補助」という。）及び

新商品を開発したり新たな販路を開拓したりするための活動を支

援する補助（以下「チャレンジ支援補助」という。）で構成され

るものとする。

（補助対象者）

第４条 起業支援補助の交付対象となる者（以下「起業補助対象者」

という。）は、市内で新たに起業（第二創業を含む。）し、本市

に事業拠点を置く者で、次の各号の全てに該当する者とする。

(１ ) 新 規 創 業 者又 は市 内 に事 業を 実 施する拠点を置く中小企業

者

(２ ) 納 期 限 の 到来 した 市 税を 滞納 し ていない者

(３ ) 各 種 法 律 、政 令、 省 令そ の他 の 関係法令を遵守している者

(４ ) 大 企 業 者 （中 小企 業 者以 外で 事 業を営むものをいう。）の

出資率が２分の１未満である者

(５ ) 江 田 島 市 商工 会が 実 施す る創 業 塾を受講した者又は当該年

度中に受講することが確実に見込まれ、かつ、中小企業診断士等

に補助金の申請に必要な書類の診断を受けている者



(６ ) 江 田 島 市 商工 会に 加 入し てい る 者又 は加入することが確実

に見込まれる者

(７ ) ５ 年 以 上 継続 して 江 田島 市商 工 会の経営指導を受け、事業

を実施する者

(８ ) 補 助 事 業 の成 果に つ いて 、市 が 作成する広報物、市公式ウ

ェブサイト等で公開することに同意する者

(９ ) 暴 力 団 員 によ る不 当 な行 為の 防 止等に関する法律（平成３

年法律第７７号）第２条第２号に定める暴力団その他の反社会 的

勢力でない者又はこれらと関係を有しない者

２ チャレンジ支援補助の交付対象となる者（以下「チャレンジ補

助対象者」という。）は、市内で新たな商品開発や商標登録など

のブランド化、販路拡大等に取り組む者で、次の各号の全てに該

当する者とする。

(１ ) 市 内 に 事 業を 実施 す る拠 点を 置 く中小企業者又は生産者

(２ ) 納 期 限 の 到来 した 市 税を 滞納 し ていない者

(３ ) 各 種 法 律 、政 令、 省 令そ の他 の 関係法令を遵守している者

(４ ) 江 田 島 市 商工 会（ 取 組の 内容 が 観光客の増加に資するもの

である場合にあっては、一般社団法人江田島市観光協会）に加 入

している者又は加入することが確実に見込まれる者

(５ ) 補 助 事 業 の成 果に つ いて 、市 が 作成する広報物、市公式ウ

ェブサイト等で公開することに同意する者

(６ ) 暴 力 団 員 によ る不 当 な行 為の 防 止等に関する法律第２条第

２号に定める暴力団その他の反社会的勢力でない者又はこれら

と関係を有しない者

（補助の対象等）

第５条 補助の対象となるもの（以下「補助対象事業」という。）

の内容は、次のものとする。

(１ ) 起 業 補 助 対象 者が 実 施す る施 設 整備、研修・経営指導及び

販路を拡大するための活動



(２ ) チ ャ レ ン ジ補 助対 象 者が 実施 す る新 商品開発等、ブランド

化推進及び販路を拡大する活動

(３ ) そ の 他 特 に市 長が 補 助対 象と す ることが適当であると判断

したもの

２ 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）、

補助率等は、別表第１に掲げるものとする。ただし、補助対象経

費に係る消費税及び地方消費税相当額は、補助対象経費に含める

ことができない。

３ 前項の規定に関わらず、次に掲げる経費は補助対象経費としな

い。

(１ ) 国 、 県 、 市、 経済 団 体等 の類 似 する補助金等の交付対象経

費と重複する経費

(２ ) 市 外 に 設 置し た建 物 、設 備、 備 品等に係る経費

(３ ) 第 二 創 業 の場 合に お いて は、 既 存事業で併用できる施設等

の整備に係る経費

４ 補助対象となる期間は、４月１日から翌年の３月１０日までと

する。

（補助金の額）

第６条 前条第１項第１号に規定する補助対象事業に係る補助金の

額は、補助対象経費の２分の１以内の額とし、１００万円を上限

とする。

２ 前条第１項第２号に規定する補助対象事業に係る補助金の額 は、

補助対象経費の２分の１以内の額とし、５０万円を上限とする。

３ 前２項の補助金の額に１，０００円未満の端数があるときは、

これを切り捨てるものとする。

（補助の対象外）

第７条 補助対象となるものであっても、次の各号のいずれかに該

当する場合は、補助の対象としない。



(１ ) 風 俗 営 業 等の 規制 及 び業 務の 適 正化 等に関する法律（昭和

２３年法律第１２２号）の適用を受ける事業又は公序良俗に反 す

る事業

(２ ) 太 陽 光 発 電設 備に よ り売 電を 目 的とする事業であり、かつ 、

太陽光発電設備を管理運営する事業

(３ ) 市 外 に 本 店を 有す る 事業 者の チ ェーン店又は支店となる事

業

(４ ) 起 業 支 援 補助 の場 合 、補 助対 象 経費の合計額が１０万円未

満の事業

(５ ) チ ャ レ ン ジ支 援補 助 の場 合、 補 助対象経費の合計額が１０

万円未満の事業

(６ ) チ ャ レ ン ジ支 援補 助 金の 交付 を 受けた年度から起算して３

年度を経過しない者

(７ ) そ の 他 市 長が 補助 対 象と する こ とを適当でないと判断した

もの

（交付の申請）

第８条 補助金の交付を受けようとする者（以下「交付申請者」と

いう。）は、市長が別に定める日までに、がんばりすと応援事業

補助金交付申請書（様式第１号）に、別表第２に掲げる書類を添

えて、市長に提出しなければならない。

（補助金の交付の決定等）

第９条 市長は、前条の申請書の提出があった場合は、当該申請書

の内容を審査の上、適当であると認めたときは、補助金の額を決

定し、がんばりすと応援事業補助金交付決定通知書（様式第５号）

により、交付申請者に通知するものとする。

２ 市長は、前項に規定する審査の上、適当でないと認めたときは、

がんばりすと応援事業補助金不交付決定通知書（様式第６号）に

より、交付申請者に通知するものとする。



３ 市長は、前２項の規定による交付の決定等に当たっては、中小

企業診断士等の専門家の意見を聴くことができる。

４ 市長は、第１項の規定により交付の決定に係る通知をするとき

は、これに必要な条件を付すことができる。

（事業の変更承認）

第１０条 前条第１項の規定により補助金の交付の決定を受けた交

付申請者（以下「交付決定者」という。）は、補助対象事業の事

業内容及び事業計画の著しい変更をしようとする場合は、がんば

りすと応援事業補助金変更承認申請書（様式第７号）に別表第２

に掲げる関係書類のうち当該変更に係るものを添えて市長に提出

し、承認を受けなければならない。

２ 市長は、当該変更の内容について、適当であると認めた場合は、

がんばりすと応援事業補助金事業変更承認書（様式第８号）によ

り、適当でないと認めたときは、がんばりすと応援事業補助金事

業変更不承認書（様式第９号）により、交付決定者に通知するも

のとする。この場合において、補助金の額については、前条第１

項 の 規定 に よ り 補 助 金 の 交 付 を 決 定 し た 額 を 超 え な い も の と す る。

（権利譲渡の禁止）

第１１条 交付決定者は、補助金を受ける権利を第三者に譲渡し、

又は担保に供してはならない。

（補助対象事業の取消し）

第１２条 交付決定者は、補助対象事業を中止した場合は、遅滞な

く、がんばりすと応援事業補助金事業中止届（様式第１０号）を

市長に提出しなければならない。

（実績報告）

第１３条 交付決定者は、補助対象事業が完了した場合は、完了日

から２０日以内又は申請年度の３月３１日のいずれか早い日まで

に、がんばりすと応援事業補助金実績報告書（様式第１１号）に

次の各号に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。



なお、完了日は原則として、申請年度の３月１０日を越えること

はできない。

(１ ) が ん ば り すと 応援 事 業補 助金 事 業実績書（様式第１２号）

(２ ) 実 施 状 況 に関 する 証 拠と なる 写 真

(３ ) 領 収 書 の 写し 又は 支 払を 証明 す る書類

(４ ) 前 各 号 に 掲げ るも の のほ か、 市 長が必要と認める書類

２ 起業支援補助の交付決定者は、補助対象事業の完了後５年間、

チャレンジ支援補助の交付決定者は、補助対象事業の完了後３年

間、事業継続状況及び補助事業の効果の確認のため、会計年度終

了後９０日以内に、経営状況報告書（様式第１５号）に必要な書

類を添えて市長に提出しなければならない。

（補助金の額の確定）

第１４条 前条第１項の実績報告書の提出があった場合は、速やか

に内容の審査及び必要に応じた現地調査を行い、適当であると認

めたときは、補助金の額を確定し、がんばりすと応援事業補助金

額確定通知書（様式第１３号）により交付決定者に通知するもの

とする。

（補助金の請求及び交付）

第１５条 交付決定者は、前条の規定により補助金の額の確定を受

けた場合は、がんばりすと応援事業補助金交付請求書（様式第１

４号）により、市長に補助金の交付請求を行わなければならない。

２ 市長は、前項の規定による請求を受けたときは、速やかに補助

金を支払うものとする。

（補助金の概算払）

第１６条 補助金の交付は、概算払の方法により支払うことができ

る。ただし、概算払の対象は、別表第１に掲げる種類のうち、起

業支援補助に関するものは交付を決定した額の４０％以内とし、

チャレンジ支援補助に関するものは、事業を着手する上で必要と

なる額を交付するものとする。



２ 概算払を受けようとする交付決定者は、がんばりすと応援事業

補助金概算払交付請求書（様式第１４号）を、市長に提出しなけ

ればならない。

３ 交付決定者は、第１４条の規定による確定した補助金の額から

概算払の方法により支払を受けた補助金の額を差し引いた額の支

払を受けようとする場合には、がんばりすと応援事業補助金交付

請求書（様式第１４号）により、市長に補助金の交付請求を行わ

なければならない。

４ 市長は、前２項の規定による請求を受けたときは、速やかに補

助金を支払うものとする。

（決定の取消し）

第１７条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると

きは，補助金の交付の決定を取り消すことができる。

(１ ) 第 ４ 条 各 号の 要件 に 該当 しな く なったとき。

(２ ) 偽 り そ の 他不 正な 手 段に より 補 助金の交付の決定を受けた

とき。

(３ ) 補 助 金 の 交付 の決 定 の内 容又 は これに付した条件に違反し

たとき。

(４ ) 補 助 対 象 事業 完了 後 、５ 年以 内 に廃業し、又は当該事業に

係る財産を処分したとき。

(５ ) 第 １ ２ 条 に規 定す る 届出 をし た とき。

(６ ) こ の 要 綱 に定 める 規 定又 はこ の 要綱に基づく市長の指示に

違反したとき。

(７ ) 前 各 号 に 掲げ るも の のほ か、 不 正の行為があると認められ

たとき。

（補助金の返還）

第１８条 市長は、前条の規定により補助金の交付の決定を取り消

した場合において、当該取消しに係る部分に関して既に補助金が



交付されているときは、当該交付決定者に対し、期限を定めてそ

の返還を命ずるものとする。

２ 前項の規定により返還を命じられた交付決定者は、期限までに

当該補助金を返還しなければならない。

３ 第１項の規定により補助金の返還を命ずるときは、別表第３に

定める返還額の基準によるものとする。

（帳簿等の備付け）

第１９条 規則第２２条に規定する市長が定める期間は、補助対象

事業の属する年度の翌年度から５年間とする。

（その他）

第２０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別

に定める。

附 則

（施行期日等）

１ この要綱は、平成３０年４月１２日から施行し、平成３０年４

月１日から適用する。

（経過措置）

２ この要綱の施行の日の前日までになされた、江田島市起業支援

事業補助金又は江田島市新商品チャレンジ支援事業費補助金の交

付に係る江田島市起業支援事業補助金交付要綱（平成２８年江田

島市告示第３５号）第１２条第２項及び第１８条に関する規定並

びに江田島市新商品チャレンジ支援事業費補助金交付要綱（平成

２８年江田島市告示第５６号）第７条及び第１１条に関する規定

については、なおその効力を有する。

（令和３年度における補助金の交付の特例）

３ 令和３年度において、江田島市事業チャレンジ応援支援金の交

付を受けた者及び令和２年度において、江田島市未来創造支援金

の交付を受けた者に対しては、令和３年度の補助金を交付しない

ものとする。



附 則（平成３０年７月３０日）

この要綱は、平成３０年７月３０日から施行する。

附 則（平成３０年９月１３日）

この要綱は、平成３０年９月１３日から施行する。

附 則（平成３１年４月１７日）

この要綱は、平成３１年４月１７日から施行する。

附 則（令和２年３月３１日）

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。

附 則（令和３年４月１日）抄

（施行期日等）

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

附 則（令和４年３月２８日）

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。

附 則（令和５年３月１０日）

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。

別表第１（第５条関係）

種類 補助対象 補助対象経費 補助率 補助金の額

起業

支援

補助

１ 施設整

備

(１ ) 起 業（第 二 創業 を含

む。）する ために事務所、

店舗、工場等を新築（住

居との一体型及び併設

型には一部対象外経費

あり。）又は増改築する

場合の施設整備費（設備

又は施設に附属する機

械の購入を含む。）

(２ ) 備 品 、什器 等の 購入
じゅう

に要する経費。この場合

２分の

１以内

上限１００

万円



において、補助対象とな

る備品、什器等は、原則、
じゅう

事業目的を達成するた

め必須のものとし、その

取扱いは、市長が別に定

める。

２ 研修・

経営指導

(１ ) 研 修 費

(２ ) 旅 費（専 門 家等 の派

遣に 関 する ものを含

む。）

(３ ) 謝 金

３ 販路 拡

大

(１ ) 見 本 市や 展 示会 等

への 出 展に 係る 経費

(２ ) 旅 費

(３ ) 委 託 料

(４ ) 広 告 宣伝 費 （ HP作

成 、 機 器導 入を 含 む。 ）

４ クラ ウ

ド フ ァン

ディング

購入型のクラウドファン

ディングを利用して創業

又は新たな分野への展開

を行う際に、当該クラウド

ファンディングの運営事

業者に支払う手数料

チャ

レン

ジ支

援補

１ 新商品

開発等

(１ ) 委 託 料（ 研 究費 等を

含む 。 ）

(２ ) 印 刷 製本 費

(３ ) 謝 金

２分 の

１以 内

上 限５ ０万

円



助 (４ ) 旅 費（専 門 家等 の派

遣に 関 する ものを含

む。）

(５ ) 備 品 購入 費（耐 用年

数が ５ 年以 上のもの）。

この場合において補助

対象となる備品は、事業

目的を達成するため必

須のものとし、その取扱

いは、市長が別に定め

る。

(５ ) そ の 他商 品 化に 伴

う経 費

２ ブラ ン

ド 化 推進

(１ ) 商 標 等の 登 録に 関

する 経 費

(２ ) 委 託 料（ デ ザイ ン料

を含 む 。）

(３ ) 印 刷 製本 費

(４ ) 謝 金

(５ ) 旅 費

３ 販路 拡

大

(１ ) 見 本 市や 展 示会 等

への 出 展に 係る 経費

(２ ) 旅 費

(３ ) 委 託 料

(４ ) 広 告 宣伝 費 （ HP作

成 、 機 器導 入を 含 む。 ）

４ クラ ウ

ド フ ァン

購入型のクラウドファン

ディングを利用して新商



別表第２（第８条関係）

別表第３（第１８条関係）

ディング 品、新サービスの企画又は

開発に関する事業を行う

際に、当該クラウドファン

ディングの運営事業者に

支払う手数料

区分 添付書類

１ 共通事

項

(１ ) が ん ば りす と応 援 事業 補助 金事 業 計画書（様 式

第２号）

(２ ) 補 助 対 象事 業に 係 る見 積書 、設計 図及び現況写

真

(３ ) 決 算 書（ 法人 の場 合 のみ 。直近 のものとする。）

(４ ) 納 期 限 の到 来し た 市税 の滞 納の な い証明書（ 新

たに起業した者は、代表者個人のものとし、転入 し

た者は，前住所地のものとする。）

(５ ) 前 各 号 に掲 げる も のの ほか 、市長 が必要と認め

る書類

２ 起業支

援補助に

関すると

き。

(１ ) 住 民 票 の写 し（ 個 人の 場合 ）

(２ ) 登 記 事 項証 明書 （ 法人 の場 合）

(３ ) 特 定 創 業支 援事 業 受講 者証

(４ ) が ん ば りす と応 援 事業 補助 金事 業 継続等誓約

書（様式第３号）

(５ ) 開 業 届 （個 人の 場 合）

(６ ) 法 人 設 立届 書（ 法 人の 場合 ）

区分 返還額

申請年度中に江田島市商工会が実施 交付を受けた補助金の全額



する創業塾を受講しなかった場合

事業開始から１年以内に廃業した場

合

交付を受けた補助金の全額

事業開始から４年以内に廃業した場

合

交付を受けた補助金の額に

１／２を乗じて得た額

事業開始から５年以内に廃業した場

合

交付を受けた補助金の額に

１／５を乗じて得た額



様式 略


